




















　これを受けて、平成16年 1 月、札幌検察審査会が A 警部補ほか 1 名による虚







佐 藤 友 幸
（ 1 ）　札幌地判平成10年 8 月25日公刊物未登載。























1 ．435条 6 号について
　本決定は、以下のように、本件での新証拠に435条 6 号を適用した原決定の判
断が誤りであるとした。







（ 2 ）　札幌地判平成22年 3 月19日判時2095号87頁。
（ 3 ）　札幌地決平成28年 3 月 3 日判時2319号136頁。捜査官らによるおとり捜査の法的問題を
中心に論じる原決定の評釈として、宮木康博「判批」法学教室432号（2016年）167頁、鈴木
一義「判批」法学新報123巻 8 号（2017年）363頁がある。



























































































































358　　早法 95 巻 1 号（2019）











の内容について、かりに確定判決による証明を得れば、 1 号や 7 号等の再審事由
が肯定されうることを前提としているように思われる。そして、 1 号や 7 号等の










































は、事実誤認に基づく有罪判決からの被告人の救済であるところ、 1 号ないし 5
号についても、各号所定の事由が認められる場合には、有罪の確定判決に事実誤
認のあることが顕著に推測されるため、再審理由としたものであると理解されて















































た、かりに前者についても 6 号の適用の余地を認めるとすれば、 7 号が独自に存
在する意味が希薄なものとなる。







































（16）　最決昭和43年 7 月 4 日刑集22巻 7 号581頁。
（17）　坂本武志「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇（昭和43年度）』（法曹会、1973年）181頁
参照。







裁判例として、最決平成31年 2 月12日裁時1718号 3 頁がある。また、同判例の評釈として、
水野・前掲注（14）がある。
362　　早法 95 巻 1 号（2019）
既に、国賠訴訟の民事判決の限度では、虚偽有印公文書作成の事実について認定
されていた。さらに、再審請求審の手続全般において、検察官は虚偽公文書作成
の点を争わず、むしろこれがなされていたことを前提とした主張を展開してい
た。すなわち、決定文によれば、検察官は、原決定の審理において、捜査官がお
とり捜査を行い、かつ、この点に関して有印虚偽公文書を作成した事実について
は争わず、その上で、本件でのおとり捜査は、いわゆる機会提供型に過ぎず、獲
得された証拠の証拠能力に影響はない旨を主張していた。また、検察官は、本件
の即時抗告申立書で、A 警部補らによる虚偽有印公文書作成や偽証が正当化さ
れるものでないとする見方を示していた。
　このように、本決定で437条本文が適用されたのは、事件の特殊な経緯による
ものであるため、その積極的な適用の方向性が示されたものではないと考えられ
る。とはいえ、従来はこの規定の適用の余地がほとんど認められてこなかったこ
とを踏まえると、本決定は確定判決に代わる証明として認められる範囲を相当程
度柔軟に解釈していることも事実であり、その意味で画期的な側面があるといえ
る。
